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電力・給湯負荷の実測に基づく住宅用燃料電池
コージェネレーションシステムの導入評価

白土 博康，保科 秀夫，富田 和彦

抄 録

メタンガスを燃料とする住宅用燃料電池コージェネレーションシステムの種々の運転方法について，札幌にお

ける実住宅の過去の月別・時間別熱電需要データをもとに 次エネルギー消費量， 排出量，運用コスト計算

を行い，既存エネルギー供給システムと比較した。その結果，燃料電池コージェネレーションシステムを導入す

るにあたり，各家庭の熱電需要に影響されず，省エネルギー，低コストを保つシステムとして， 次電池を使用

し，定格負荷運転を行う方法がもっとも良いことが分かった。
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．緒 言

近年，人為的 排出に伴う地球温暖化問題がクローズア

ップされ，省エネルギー性の高い機器の開発，普及が急がれ

ている。その中で，環境負荷が低く，従来のエネルギー供給

システムに変わりうる （固体高分子電解質型燃料電池）

を発電機として利用する家庭用燃料電池コージェネレーショ

ンシステム（以下 ）の開発が国内外で活発に行わ

れている。

一般家庭に を導入する際，当該家庭の熱電需要

量，熱電需要割合を予め把握し，それに見合うシステム設計

を行う必要がある。国内においては，各協会や大学において

標準家庭の生活パターンモデル，又は実住宅のエネルギー消

費量調査をもとに，そのエネルギー需要に見合う を家

庭に導入する時の 次エネルギー消費量削減率， 排出量

削減率，運用コスト削減率の評価を行う研究が行われてい

る ））））））。しかし，その多くは，関東地方を念頭に置き，

暖房需要が多く，冷房需要が少ない北海道地域とは熱電需要

が異なる内容となっている。
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本研究では，札幌における実住宅の過去の月別・時間別熱

電需要データをもとに灯油等に比べ単位発熱量あたりの

排出量の少ないメタンガスを燃料とした の種々の

運転方法について， 次エネルギー消費量， 排出量，運

用コスト計算を行い，既存エネルギー供給システムと比較し

たのでその結果を報告する。

．解析対象住宅及び燃料電池の廃熱利用

解析対象住宅

住環境計画研究所が実施した調査データ ）を使用し，そ

の中から年間エネルギー需要の異なる戸建て住宅 軒と，集

合住宅 軒を抽出した。抽出した各家庭の家族構成，主な住

宅仕様及び主要エネルギー機器に関する情報を表 に示す。

燃料電池の廃熱利用

札幌のような寒冷地でコージェネレーションを導入する場

合，エネルギーバランスを考慮し，廃熱を給湯のみか，又は

給湯暖房に利用するか予め検討する必要がある。月別平均給

湯需要量と電力需要量の割合，及び月別平均給湯暖房需要量

と電力需要量の割合をそれぞれ図 ，図 に示す。

札幌のような寒冷地では冬期の暖房熱需要量が大きいた

め，図 に示すように暖房を考慮する場合の熱電需要割合は

夏期と冬期で大きく異なる。 では，発電量と利用

可能な廃熱量は約 である。このため廃熱を給湯，暖房

の両方に用いる場合，電力需要を主体にシステムを構成する

と，冬期の熱供給が大きく不足するため は補助熱

源としてしか成立しない。一方， から発生する廃

熱を主とする場合，冬期には大量の電力が余剰する。このよ
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うに では廃熱を給湯と暖房の両方に利用するに

は，エネルギーバランス上明らかに困難である。したがって

廃熱利用には給湯のみ考慮するシステムを検討した。図 に

各家庭の月別平均電力・給湯需要量を示す。

解析方法

解析は図 のフローチャートのように月別エネルギー消費

量及び時間別平均エネルギー消費割合から時間別エネルギー

需要量を算出し， の運転条件に合わせて商用電力売買

電力量，メタンガス消費量，補助熱量を算出する。それを月

単位で累積し，年間の 次エネルギー消費量， 排出量，

運用コストに反映させる。電池容量は の

表 各家庭の家族構成，主な住宅仕様及び主要

エネルギー機器に関する情報

図 月別平均給湯需要量と電力需要量の割合
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図 月別平均給湯暖房需要量と電力需要量の割合
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図 各家庭の月別平均電力・給湯需要量
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図 解析方法のフローチャート



について計算し， 次エネルギー消費量， 排出量，

運用コストを商用電力と灯油ボイラーを用いた従来のエネル

ギー供給システムと比較した。

の運転方法

時間別電力需要量，給湯需要量

図 ，図 に各家庭の時間別電力需要量，給湯需要量を示

す。家庭の電力給湯負荷変動は激しく，朝，及び夕方から夜

に大きくなるため， で定格負荷運転を行うと電力又は

給湯の供給の過剰な時間帯が発生し，省エネルギー性が損な

われる。特に電力供給に関しては，瞬時の負荷変動に対応し

なければならない。そこで，本研究では後述する表 に示す

これまで検討されている ， ， の運転方法の他に 次電池

で電力負荷変動を吸収する電主熱従型の運転方法（ 定格

負荷 次電池使用型）もあわせて検討した。また，給湯負荷

に関しては貯湯槽を用い，負荷変動を吸収する方法を検討し

た。

計算モデルと運転方法

図 に今回検討したメタンガスを燃料とする の

概要図を示す。 で発電した電力は，インバータを

通じて各電力負荷に対応する。 から発生する廃熱

は熱交換器を介し貯湯槽に貯められ給湯暖房に利用する。

定格負荷逆潮流型では常に定格で を運転し，瞬時電力
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が不足の場合は商用電力から供給し，余剰する場合は逆潮流

する。逆潮流価格は 円 とした。 定格負荷 次電

池使用型では系統連結せず 次電池を用いる。 次電池容量

は とし，電力需要量が 発電量を超える場合，

その差を 次電池で補った。制御は 次電池容量が

以下になった場合 を起動させ，再び になった

段階で を止める ・ 運転とした。なお， ・

時に発生するエネルギー損失は考慮しない。 定格負

荷熱主電従型は定格の を給湯需要（貯湯槽温度 未

満で ， 以上で ）にあわせて制御し，余剰電力は

円 で逆潮流させた。 商用電力連携電主熱従型は

時間の電力需要量に燃料流量を追従させる方式である。し

かし，実際には家庭の電力負荷は時間別に（瞬時に）大きく

変動するため，改質器を伴う燃料電池では困難な運転方法で

ある。部分負荷運転時の効率は大阪大学の部分負荷特性に準

拠 ）し，負荷 ％以上では定格時と同効率とし，電力需要量

が 発電量の半分以下の場合は， 発電効率を電力

負荷に比例して低下させ，電力需要量が 発電量を超え

る場合には，その差を商用電力で補うこととした。

その他計算条件

は通常 発電端効率 ％，廃熱 ％とした。貯湯

槽（ ， ）は完全混合モデルとし熱交換器

の交換効率は貯湯槽温度にかかわらず ％とした。使用給

湯温度を に設定し，タンク温水温度が 以下であれば，

使用量にあわせて補助熱源を用いて加温させた。また室温を

一定とし，貯湯槽の熱貫流率は ・ とした。な

お，従来システムの給湯用灯油ボイラー， の給湯

用補助ボイラーのシステム熱効率はいずれも ％とした。ま

た給水温度 ）， 次エネルギー換算係数 ）， 排出量換算

図 各家庭における時間別電力需要量
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図 各家庭における時間別給湯需要量
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表 運転方法 図 の概要図

定�格�負�荷�逆�潮�流�型�、�定�格�負�荷�熱�主�電�従�型�、�商�用�電�力�連�携�電�主�熱�従�型�

給�水�

給�湯�需�要�(40℃�)

貯�湯�槽�250L熱�交�換�器�燃�料�電�池�

補�助�熱�源�（�熱�効�率�75%）�

（�灯�油�ボ�イ�ラ�ー�）�

イ�ン�バ�ー�タ�

分�電�盤�
商�用�電�力�

電�力�需�要� 給�水�

AC発�電�端�35%廃�熱�40%

給�水�

給�湯�需�要�(40℃�)

貯�湯�槽�250L熱�交�換�器�燃�料�電�池�

補�助�熱�源�（�熱�効�率�75%）�

（�灯�油�ボ�イ�ラ�ー�）�

２�次�電�池�

イ�ン�バ�ー�タ� 電�力�需�要�

給�水�

AC発�電�端�35%廃�熱�40%

定�格�負�荷�２�次�電�池�使�用�型�



係数 ）は文献値を使用し，運用コスト計算の商用電力料金，

メタンガス（天然ガス）料金は， 年 月現在の北海道電

力 の従量電灯 ，北海道ガス の一般ガス料金を使用した。

なお，これらの料金には基本料金は含まれていない。また

運転方法 定格負荷 次電池使用型では商用電力料

金は含まれていない。灯油料金は 円 とした。

．結 果

年間 次エネルギー消費量削減率

図 ， ， に ， ， 邸それぞれにおける年間 次エ

ネルギー消費量削減率を示す。
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定格負荷逆潮流型， 定格負荷熱主電従型において，

次エネルギー削減率が最大となる電池容量は， 邸におい

て ， 邸において ， 邸において である。

従来システムに比べ 次エネルギーが削減できる電池容量の

幅は小さい。

次に 商用電力連携電主熱従型において， 次エネルギー

削減率が最大となる電池容量は， 邸において ， 邸

において ， 邸において である。この方式は，

最大 次エネルギー消費量削減率が 定格負荷逆潮流型，

定格負荷熱主電従型よりも高く，許容できる電池容量の幅も

大きい。このことから，商用電力と連携する際には電主熱従

型とし，できるだけ時間別電力負荷変動に見合った運転方法

をとることが省エネルギー性の向上につながる。また， ，，

の運転方式では， 次エネルギー消費量削減率が最大とな

る電池容量は熱電需要又は需要熱電比に依存するため，家族

構成の変化に伴い熱電需要が増減すると，省エネルギー性が

損なわれる可能性がある。

一方， 定格負荷 次電池使用型は商用電力と連携しな

い。このため，他の方式よりも 次エネルギー削減率は高く，

それぞれ約 ％ ％程度の 次エネルギーが削減された。

またこの方式ではピーク電力を 次電池で吸収できるため，

次エネルギー消費量削減率が電池容量に依存せず，一様の

次エネルギー消費量削減効果が期待できる。

年間 排出量削減率

， ， 邸それぞれにおける年間 排出量削減率を図

， ， に示す。

年間 排出量削減率は，年間 次エネルギー消費量削減

率と同様の傾向を示している。 定格負荷逆潮流型， 定

格負荷熱主電従型において， 排出量が最大となる電池容

量は， 邸において ， 邸において ， 邸におい

て であり， 商用電力連携電主熱従型において， 邸

において ， 邸において ， 邸において で

ある。また 定格負荷 次電池使用型では電池容量に依存

せず，各家庭で約 ％ ％程度の 排出量が削減された。

図 年間 次エネルギー消費量削減率（ 邸）
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図 年間 次エネルギー消費量削減率（ 邸）
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図 年間 次エネルギー消費量削減率（ 邸）
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図 年間 排出量削減率（ 邸）
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月別 次エネルギー消費量削減率

図 に 邸における運転方式の相違による代表的月別 次

エネルギー消費量削減率の計算結果を示す（ 定格負荷逆潮

流型電池容量 ， ， 定格負荷 次電池使用型

， 定格負荷熱主電従型電池容量 ， ，

商用電力連携電主熱従型電池容量 ， ）。

定格負荷 次電池使用型では月別 次エネルギー消費量削減

率の変動は少ない。また，他の電池容量でもほぼ同じ値を示

す。一方，他の運転方法においても，年間 次エネルギー消

費量削減率が最大となる適正な電池容量では，月別の 次エ

ネルギー消費量削減率に大きな変動はみられない。しかし，
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適正容量より数 増えると，夏期において省エネルギー

性が損なわれることが分かる。以上 次エネルギー消費量削

減率， 排出量削減率の結果から， 定格負荷 次電池使

用型がどのエネルギー需要の家庭にも安定した環境低負荷型

の運転方法であることが分かった。

年間運用コスト

年間運用コストを現状のメタンガス（天然ガス），商用電力，

灯油料金で計算した場合，どの運転方式，電池容量において

も既存システムに比べ運用コストは増加した。そこで， 邸

を代表例として， 次エネルギー消費量削減率， 排出量

削減率が最大であった 定格負荷 次電池使用型において，

商用電力料金，灯油料金が一定であった場合の運用コストに

及ぼすメタンガス（天然ガス）料金の影響を図 に示す。

現在の商用電力料金を約 円 とすると，少なくとも

％以上の運用コストを削減するためには，ガス料金 円

以下にする必要がある。この結果から，コージェネレー

ション用のガス料金を 円 （基本料金は含まない）と設

定し，各運転方法で各家庭の運用コスト計算を行った。その

結果を図 ， ， に示す。

定格負荷逆潮流型において，運用コスト削減率が最大と

なる電池容量は， 邸において ， 邸において ，

図 年間 排出量削減率（ 邸）
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邸において であり， 商用電力連携電主熱従型にお

いて， 邸において ， 邸において ， 邸におい

て である。これらの運転方式では，運用コスト削減率

が最大となる電池容量は 次エネルギー消費量削減率，

排出量削減率と同様に電力需要又は需要熱電比に依存する。

このため， の導入の前に予め各家庭の熱電需要量

を把握する必要がある。また，省エネルギー性の高い電池容

量と運用コスト削減率の高い電池容量は比較的一致する。

定格負荷熱主電従型において， 邸では電池容量

以上， 邸では 以上， 邸では 以上になると運

用コストがほとんど変化しなかった。

定格負荷 次電池使用型ではそれぞれ約 ％ ％程

度の運用コストが削減された。またこの方式ではピーク電力

を 次電池で吸収でき消費ガス量が電池容量に依存しないた

め，運用コスト削減率が電池容量に依存しない。

以上，従来システムに対する 次エネルギー消費量削減率，

排出量削減率，運用コスト削減率の結果から

を導入するにあたって，各家庭の熱電需要に影響されず，省

エネルギー性，低運用コスト性を保つシステムとして，定格

負荷 次電池使用型がもっとも良いことが分かった。

そこでその代表例として，定格負荷 次電池使用型電池容

量 で運転した 邸の夏期（ 月）・冬期（ 月）・

中間期（ 月， 月）の各月 日における時間別 次電池充

電量を図 に示す。 次電池充電量の推移から 日に 回以

内の範囲で が ・ しているのが確認できる。頻
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繁な ・ 制御は改質器の追従を考慮すると困難である

と考えられるが ）， 日に数回程度は十分対応可能である。

．ま と め

札幌の実住宅の過去の月別・時間別熱電需要データをもと

に灯油等に比べ単位発熱量あたりの 排出量の少ないメタ

ンガスを燃料とした の種々の運転方法について，

次エネルギー消費量， 排出量，運用コスト計算を行い，

既存エネルギー供給システムと比較したところ以下のような

結果を得た。

商用電力と連携する際には電主熱従型とし，できるだけ

時間別電力負荷変動に見合った運転方法をとることが省エ

ネルギー性の向上につながる。

定格負荷逆潮流型，定格負荷熱主電従型，商用電力連携

電主熱従型では， 次エネルギー消費量削減率が最大とな

る 容量は熱電需要又は需要熱電比に依存するため，

家族構成の変化に伴い熱電需要が増減すると，省エネル

ギー性が損なわれる可能性がある。

定格負荷 次電池使用型は，他の方式よりも 次エネル

ギー削減率は高く，ピーク電力を 次電池で吸収できるた

め，どの電池容量でも，一様の 次エネルギー消費量削減

効果が期待できる。

年間 排出量削減率は年間 次エネルギー消費量削減

率と同様の傾向を示した。

現状の天然ガス，商用電力，灯油料金で計算した場合，

どの方式，電池容量においても の運用コストは

従来システムに比べ増加した。

定格負荷逆潮流型，定格負荷熱主電従型，商用電力連携

電主熱従型では，運用コスト削減率が最大となる 容

量は電力需要又は需要熱電比に依存する。また，省エネル

ギー性の高い電池容量と運用コスト削減率の高い電池容量

は比較的一致するが， の導入の前に予め各家庭

の熱電需要量を把握する必要がある。

定格負荷 次電池使用型では，ピーク電力を 次電池で

吸収でき消費ガス量が電池容量に依存しないため，運用コ

スト削減率が電池容量に依存しない。

以上のことから を導入するにあたって，各家

図 運用コスト削減率（ 邸，ガス料金 円 ）
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図 運用コスト削減率（ 邸，ガス料金 円 ）
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図 時間別 次電池充電量（ 邸）
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庭の熱電需要に影響されず，省エネルギー性，低コスト性

を保つシステムとして，定格負荷 次電池使用型がもっと

も良いことが分かった。
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